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表紙

業務の適正を確保するための体制＜内部統制システム構築の基本方針＞、連結注記表及び個別

注記表につきましては、法令及び当社定款第16条の定めにより、インターネット上の当社ウェ

ブサイト（https://www.j-front-retailing.com/）に掲載することにより株主の皆さまに提供

しております。

第15期定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

事業報告の「業務の適正を確保するための体制＜内部統制システム構築の基本方針＞」

連結計算書類の「連結注記表」

計算書類の「個別注記表」
（2021年３月１日から2022年２月28日まで）

Ｊ.フロント リテイリング株式会社
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業務の適正を確保するための体制＜内部統制システム構築の基本方針＞

業務の適正を確保するための体制＜内部統制システム構築の基本方針＞（2021年６月１日改定）

　本方針は、Ｊ.フロントリテイリング及び事業会社で構成される企業グループにおける全体業務が

適法且つ適正に遂行されるための内部統制システム構築に関する基本方針を定めたもので、この方針

を具体的に推進することにより、企業価値の向上に資することを目的とします。

・Ｊ.フロントリテイリングは、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上をはかるた

め、会社が株主をはじめ顧客・従業員・地域社会などの立場を踏まえた上で、透明・公正且つ迅

速・果断な意思決定を行うための仕組みであるコーポレートガバナンスを実現することを目指し、

経営の監督と執行の機能を明確に分離し、取締役会の業務執行に対する監督機能と意思決定機能を

強化した指名委員会等設置会社制度を採択しています。

・最良のコーポレートガバナンスの構築に向けては、代表執行役社長が企業グループ内で様々なリス

ク（不確実性）に対してリスクテイクまたはリスクヘッジを行い、適正・効率的に業務を遂行でき

る内部統制の体制の構築が重要であると考えます。

・内部統制の体制とは、企業の持続的、安定的な成長実現に向けて、企業内部でリスク（不確実性）

を統制するための企業が備えるべき仕組みであり、具体的には、以下のグループ管理体制、リスク

管理体制、法令遵守体制、内部監査体制、監査委員会体制などの体制で構成されます。

Ⅰ．グループ管理体制

①　取締役会

・取締役会は、監督機能として執行役及び取締役の職務の執行の監督を行います。

・取締役会は、会社法または定款に規定される事項のほか、グループビジョン、中期経営計画などグ

ループ経営の全体方針・計画、Ｍ＆Ａ、グループ資金計画、その他グループ経営に関する個別の重

要な事項を協議・決議するものとします。これら以外の業務執行事項の決定については、意思決定

及び執行の迅速化をはかるため、グループ経営に重要な影響を及ぼすものを除き、執行に委任しま

す。

・取締役会の監督行為、意思決定などについて、経営トップから独立した判断を下し、適切な意思決

定ができる、当社株主と利益相反が生じるおそれがない高い独立性を有している社外取締役を一定

数以上置きます。

・客観的な経営の監督に対する実効性を確保するため、社外取締役に加えて、社内情報に精通した社

内出身の業務執行を担わない非業務執行取締役を置きます。

・監督機能を一層強化しつつ、一方で円滑な取締役会運営を行う観点から、取締役会議長には、社内

取締役から非業務執行取締役を選定します。

②　執行体制

・経営の監督と執行を明確に分離し、取締役会の監督機能を強化するとともに、執行への権限委譲を

行い、迅速な経営の意思決定を行います。一方で、執行は、以下の体制を取ることで統制をはかっ

ていきます。

・執行組織として、経営戦略統括部、グループデジタル戦略統括部、財務戦略統括部、人財戦略統括

部及び業務統括部を置き、統括部長には執行役が就くこととし、これをもって迅速且つ効率的な業

務執行を行います。

・代表執行役社長及び各統括部のミッションを明確にします。各部門はミッション及び組織・業務分

掌規程に定める役割業務に基づき、具体的計画を策定し実行します。

・グループ経営の大きな方針、個別の重要案件などの策定を行うとともに、事業会社の業務執行につ

いて、監督を行います。取締役会は、執行が策定した大きな方針・計画、個別重要案件の妥当性を

論議・決定（承認）します。
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業務の適正を確保するための体制＜内部統制システム構築の基本方針＞

・グループ経営会議、グループ政策会議、セグメント別中期経営計画進捗会議、関連事業会社業績・

戦略検討会などでグループ経営の全体方針・計画などを論議するとともに、経営戦略の進捗確認、

経営間での情報共有などを行います。

・グループ共通会計システムの原則導入及びグループ資金の集中管理の推進など、グループ全体の効

率を上げるための体制を構築します。

・適正な資産評価に基づいた効率経営の実践や、当期利益重視の経営管理、財務情報の国際的な比較

可能性を高めることによる海外投資家の利便性向上を目的として、国際会計基準（以下、ＩＦＲ

Ｓ）を任意適用します。

③　財務報告の適正性確保のための体制

・財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他関連する法令に基づき、財務報告の適

法性及び適正性を確保するための社内体制を構築するとともに、事業会社にも構築します。

Ⅱ．リスク管理体制

①　リスクマネジメント委員会

・リスク管理経営に係る代表執行役社長の諮問機関として、代表執行役社長を委員長とし、執行役な

どをメンバーとするリスクマネジメント委員会を設置します。

・リスク管理経営を推進するため、リスクマネジメント担当役員を置きます。

・事業会社にコンプライアンス・リスク管理推進担当部門、担当者を設置し、日常的にリスクマネ

ジメントの監督・指揮を行います。

・リスクマネジメント委員会は、戦略リスクを中心にリスク全般を全社的な視点から組織的に管理・

対応し、リスクマネジメントの観点から経営の意思決定を可能にします。

・事業上のリスクについては、リスクマネジメント委員会が評価・管理を行い、重要なリスクについ

ては、管理状況を取締役会に定期的に報告します。

・対応すべきリスクについては、随時グループ内のリスクを一元化した「ＪＦＲグループリスク一覧

表」及び「ＪＦＲグループリスクマップ」を見直すことで、経営企画部が管理を行います。

・認識された事業運営上のリスクのうち特に重大なリスクについては、リスクマネジメント委員会が

対応方針を審議・決定し、当社及び事業会社にこれを実行させることで、リスクへの対応を行いま

す。

②　執行統制

・代表執行役社長の指揮の下、執行の内部統制を強化するために、経営戦略統括部内の経営企画部に

専任のスタッフを置き、当社及び事業会社における統制環境の整備・管理を行います。

・経営企画部は、当社及び事業会社において、会社法における内部統制、及び金融商品取引法におけ

る内部統制の体制の整備・管理を行います。

・経営企画部は、監査委員会、内部監査室、各統括部及び事業会社などと連携し、情報共有を行うと

ともに、内部統制に不備が生じた場合には、これを改善します。

③　ハザードリスク対応

大規模な地震、火災、事故などのハザードリスク発生時においては、代表執行役社長を本部長とす

る緊急対策本部が統括して危機管理にあたります。
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Ⅲ．法令遵守体制

①　コンプライアンス委員会

・コンプライアンス管理経営に係る代表執行役社長の諮問機関として、代表執行役社長を委員長と

し、顧問弁護士、執行役などをメンバーとするコンプライアンス委員会を設置します。

・コンプライアンス管理経営を推進するため、コンプライアンス担当役員を置きます。

・事業会社にコンプライアンス・リスク管理推進担当部門、担当者を設置し、日常的に法令、社内規

程に則った業務運営の監督、指揮を行います。

・コンプライアンス委員会は、社内規程、業務運営マニュアル、管理体制策定など基盤の整備に努め

るとともに、eラーニングなど、各社コンプライアンス推進担当部門を通じた定期的なコンプライ

アンス浸透活動の立案・進捗管理を行います。

・コンプライアンス委員会は、事業会社のコンプライアンス推進担当から各所管のコンプライアンス

管理状況について定期的に報告を求め、適切な是正措置を取るとともに、グループとしての指針及

び再発防止策を策定、これを実施させます。

②　内部通報制度

・社外（顧問弁護士）にも通報窓口を置く当社グループの内部通報システムとして、当社及び事業会

社で勤務するすべての者が利用できる「ＪＦＲグループコンプライアンス・ホットライン」を設置

します。

・ホットラインは、報告または通報に対して、秘密保持を徹底し、通報者の個人情報を同意なく第三

者に開示しないこと、また、事実調査に際しては、通報者が特定されないように配慮をすること、

通報者に対し、人事その他のあらゆる面での不利益な取扱いを行わないことなどを方針として対応

します。

・経営幹部に対するホットラインの通報は、直接監査委員会に入り、監査委員会からの指示を受ける

体制を構築することで、独立性を有する通報ルートを確保します。

Ⅳ．内部監査体制

・代表執行役社長の指揮の下に、独立した内部監査室を設置します。内部監査室は、内部監査規程に

基づき、代表執行役社長の指示の下、当社及び事業会社の監査を行い、または、業務監査結果を適

正に報告させ、その業務プロセスの適切性、有効性を検証し、当社各部門及び事業会社に指摘・助

言・提案を行います。

・内部監査部門の責任者は、事業会社内部監査室に対し指示、指導、助言を行うとともに、事業会社

監査計画および監査結果を第三者評価することで内部統制面の機能状況を代表執行役社長へ報告し

ます。

・監査機能の強化を通じたコーポレートガバナンスの更なる充実に向け、代表執行役社長と監査委員

会、内部監査室の連携を明確にします。具体的には、報告対象を代表執行役社長と監査委員会とす

るダブルレポート体制を取ります。その際、監査報告書と改善報告書を併せて報告を行うことで、

迅速な対策を実現します。

・内部監査部門の責任者の任命及び異動については、監査委員会の事前の同意を得ることとし、また

その人事考課に当たり、監査委員会は執行に対し意見を述べます。
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Ⅴ．監査委員会体制

・監査委員会は、執行役及び取締役の職務の執行について、適法性及び妥当性の監査を行います。

・監査精度の維持向上をはかる観点から、監査委員として、社内取締役である非業務執行取締役から

常勤監査委員を選定します。

・監査委員会の職務をサポートする組織として、監査委員会事務局を設置します。

・監査委員会事務局の組織及び事務局員の人事は、独立性を担保するために、監査委員会の事前同意

を得ることとします。

・監査委員会は、定期的に代表執行役社長と会合などを持ち、情報の共有化をはかります。また、必

要に応じて当社の執行役及び取締役を監査委員会に出席させ、報告・意見を求めることができま

す。

・監査委員会は、定期的に内部監査室と連携し、情報を共有化します。また、必要に応じて会計監査

人、外部専門家などを監査委員会に出席させ、報告・意見を求めることができます。

・監査委員は、下記の事項についての監査状況を監査委員会にて報告します。

・取締役会で決議または報告された事項

・監査委員会が課題として取り上げた事項

・内部監査の実施状況及びその結果（監査報告書、改善報告書など）

・監査委員は、グループ経営会議などへの出席、稟議書など業務執行に係る重要な文書の閲覧、必要

に応じて事業会社の役員及び従業員からの説明を求めることができます。

・事業会社は、監査委員会から要請があった場合には、必要な監査報告書の提出その他の業務を行い

ます。

・監査委員会は、グループ全体の監査の充実及び強化のため、事業会社の監査役との定期的な会合な

どを持ちます。

・事業会社の監査役の任命・異動については、監査委員会の同意を要するものとし、事業会社の監査

役は、監査委員会事務局員を兼務します。

・監査委員会は、職務の執行のために必要と思われる費用を当社に請求することができ、当社はそれ

を負担します。

Ⅵ．その他

①　情報保存管理体制

・執行役及び取締役の職務の執行に係る文書については、秘密情報管理規程に基づき、各所管部門が

定められた期間、保存・管理し、常時閲覧できる体制を取ります。

・執行役及び取締役が主催する会議体の議事録と関連資料、その他執行役及び取締役の職務の執行に

係る重要な文書については、所管部署が保存・管理し、常時閲覧できる体制を取ります。

②　デジタル情報セキュリティ

・グループデジタル戦略統括部長は、ＩＴガバナンス方針に基づき当社のデジタル情報管理を統括

し、デジタル情報の管理状況などについて、定期的及び必要に応じて都度、取締役会、監査委員

会、経営会議及び代表執行役社長に報告を行います。
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連結注記表

連結子会社 ２０社

持分法適用関連会社 ８社

連　結　注　記　表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１. 連結計算書類の作成基準

当社グループの連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、「国際会計基準（以下、

IFRS）」に準拠して作成しております。

なお、連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しております。

２. 連結の範囲に関する事項

主要な連結子会社は、「事業報告　１．企業集団の現況に関する事項　(8) 重要な親会社及び子会社の状況」

に記載のとおりであります。

当社連結子会社である株式会社パルコは2021年６月30日付で株式会社ヌーヴ・エイの全株式を譲渡いたしまし

た。その結果、当社は同社を連結の範囲から除外いたしました。

当社連結子会社である株式会社大丸松坂屋百貨店は2021年９月１日付で株式会社大丸松坂屋セールスアソシエ

イツを吸収合併いたしました。

また、当社は2022年２月28日付で株式会社ディンプルの株式の90％を譲渡し、連結の範囲から除外いたしまし

た。

３. 持分法の適用に関する事項

主要な持分法適用関連会社は、株式会社スタイリングライフ・ホールディングス等であります。持分法適用関

連会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、追加的に当社の決算期で計算書類を作成する等の

調整を行っております。

４. 連結子会社の事業年度等に関する事項

子会社の所在する現地の法制度上不可能である等の理由により、子会社の計算書類の決算期が当社の決算期で

ある２月末と異なる子会社については、追加的に当社の決算期で計算書類を作成する等の調整を行っておりま

す。

５. 会計方針に関する事項

(1) 外貨換算

① 外貨建取引

当社グループの各企業は、その企業が営業活動を行う主たる経済環境の通貨として、それぞれ独自の機能

通貨を定めており、各企業の取引はその機能通貨により測定しております。

各企業が個別計算書類を作成する際、その企業の機能通貨以外の通貨での取引の換算については、取引日

の為替レートを使用しております。

期末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで換算しております。

換算又は決済により生じる換算差額は、損益として認識しております。ただし、非貨幣性項目に係る利益

又は損失がその他の包括利益に計上される場合は、為替差額もその他の包括利益に計上しております。

② 在外子会社等の計算書類

在外子会社等の資産及び負債については期末日の為替レートを用いて日本円に換算しております。在外子

会社等の収益及び費用については、当該期間の為替レートが著しく変動していない限り、その期間の平均為

替レートを用いて日本円に換算しております。為替レートに著しい変動がある場合には、取引日の為替レー
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トを用いて換算します。

在外子会社等の計算書類の換算から生じる換算差額は、その他の包括利益として認識しております。在外

子会社等の換算差額は、在外子会社等が処分された期間に損益として認識されます。

(2) 重要な資産の評価基準、評価方法及び減価償却資産の減価償却の方法

① 金融商品

（ⅰ）非デリバティブ金融資産

当社グループは、営業債権及びその他の債権を、これらの発生日に当初認識しております。その他の

全ての金融資産は、当社グループが当該金融商品の契約当事者となった取引日に当初認識しておりま

す。

非デリバティブ金融資産の分類及び測定モデルの概要は以下のとおりであります。

(a) 償却原価で測定する金融資産

負債性金融商品に対する投資のうち、契約上のキャッシュ・フローが、特定日に支払われる元本及

び利息から構成され、かつ当社グループが、契約上のキャッシュ・フローを回収するために保有する

ことを目的とする事業モデルに基づいて保有している場合には、当該負債性金融商品を償却原価で測

定しております。償却原価で測定する金融資産の取得に直接帰属する取引コストは、当初測定額に加

算しております。当初認識後は、実効金利法を適用して償却原価を測定し、必要な場合には減損損失

を控除しております。償却原価で測定する金融資産に係る利息収益、為替差損益、減損損失は、純損

益で認識しております。

(b) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産（以下、FVTOCIの金融資産）

負債性金融商品に対する投資のうち、契約上のキャッシュ・フローが、特定日に支払われる元本及

び利息から構成され、かつ当社グループが、契約上のキャッシュ・フローの回収及び当該金融資産の

売却の双方を目的とする事業モデルに基づいて保有している場合には、当該負債性金融商品を公正価

値で測定しております。この場合、実効金利法による利息収益、為替差損益及び減損損失を純損益で

認識し、これらを除いた公正価値の変動を、その他の包括利益（純損益に組替調整される可能性があ

ります）で認識しております。

売買目的保有ではない資本性金融商品に対する投資について、当社グループは、当初認識時に公正

価値で測定し、その変動を、その他の包括利益で認識するという選択（撤回不能）を行う場合があり

ます。この場合、公正価値の変動は、その他の包括利益（純損益に組替調整されません）で認識して

おります。その他の包括利益として認識した金額は、当該金融資産の認識を中止した場合に、その累

積額を利益剰余金に振替えております。なお、配当金については、明らかに投資原価の一部回収であ

る場合を除き純損益で認識しております。

FVTOCIの金融資産の取得に直接帰属する取引コストは、当初測定額に加算しております。

(c) 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産（以下、FVTPLの金融資産）

上記以外の金融資産は、公正価値で測定し、その変動を純損益で認識しております。FVTPLの金融

資産の取得に直接帰属する取引コストは、発生時に純損益で認識しております。

当社グループは、いずれの負債性金融商品も、会計上のミスマッチを取り除くあるいは大幅に削減さ

せるために純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定しておりません。

(d) 金融資産の減損

当社グループは、償却原価又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定される負債性金融商品の

減損の認識にあたって、期末日ごとに対象となる金融資産又は金融資産グループに当初認識時点から

の信用リスクの著しい増加があるかどうかに基づいております。具体的には、当初認識時点から信用

リスクが著しく増加していない場合には、12ヶ月の予想信用損失を貸倒引当金として認識しておりま

す。一方、当初認識時点から信用リスクの著しい増加があった場合には、残存期間にわたる予想信用

損失を貸倒引当金として認識しております。信用リスクが著しく増加しているか否かは、デフォルト

リスクの変化に基づいて判断しております。

－ 6 －



2022/04/21 11:31:16 / 21824363_Ｊ．フロント リテイリング株式会社_招集通知：Web開示

連結注記表

当社グループの通常の取引より生じる営業債権については、回収までの期間が短いため、簡便的に

過去の信用損失に基づいて、当初から残存期間にわたる予想信用損失を認識しております。

(e) 金融資産の認識の中止

当社グループは、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が失効した場合、

又は、当該金融資産の所有にかかるリスク及び便益を実質的に全て移転する取引において、金融資産

から生じるキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を移転する場合に、当該金融資産の認識を中

止しております。移転した金融資産に関して当社グループが創出した、又は当社グループが引き続き

保有する持分については、別個の資産・負債として認識しております。

（ⅱ）非デリバティブ金融負債

当社グループは、金融負債を当社グループが当該金融商品の契約の当事者になる取引日に認識してお

ります。

当社グループは、金融負債が消滅した場合、つまり、契約上の義務が免責、取消又は失効となった場

合に、金融負債の認識を中止しております。

当社グループは、非デリバティブ金融負債として、主に借入金、社債、営業債務、その他の短期債

務、全国百貨店共通商品券及び預り金等を有しており、公正価値で当初認識し、実効金利法に基づき償

却原価で事後測定しております。

（ⅲ）金融資産及び金融負債の表示

金融資産及び金融負債は、当社グループがそれらの残高を相殺する法的権利を有し、純額で決済する

か、又は資産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ、連結財政状態計算書上で相殺

し、純額で表示しております。

（ⅳ）デリバティブ及びヘッジ会計

当社グループは、金利変動リスク、為替変動リスクをヘッジするためデリバティブを利用しておりま

す。これらに用いられるデリバティブは主に、為替予約及び金利スワップなどであります。

当初のヘッジ指定時点において、ヘッジ手段とヘッジ対象の関係、リスク管理目的、ヘッジ取引を実

行する際の戦略、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジされるリスクの性質、及びヘッジ関係の有効性の評

価方法、有効部分及び非有効部分の測定方法を文書化しております。

当社グループは、ヘッジ手段がヘッジ対象期間において関連するヘッジ対象の公正価値やキャッシ

ュ・フローの変動に対して高度に相殺効果を有すると予想することが可能であるか否かについて、ヘッ

ジ関係の開始時とともに、その後も継続的に評価を実施しております。

予定取引に対してキャッシュ・フロー・ヘッジを適用するためには、当該予定取引の発生可能性が非

常に高い必要があります。

デリバティブは公正価値で当初認識し、関連する取引費用は発生時に純損益で認識しております。当

初認識後は、デリバティブは公正価値で測定し、その変動は以下のように会計処理しております。

(a) キャッシュ・フロー・ヘッジ

デリバティブを、認識済み資産・負債、又は純損益に影響を与え得る発生可能性の非常に高い予定

取引に関連する特定のリスクに起因するキャッシュ・フローの変動をヘッジするためのヘッジ手段と

して指定した場合、デリバティブの公正価値の変動のうちヘッジ有効部分は、「キャッシュ・フロ

ー・ヘッジ」として、その他の資本の構成要素に含めております。キャッシュ・フロー・ヘッジの残

高は、ヘッジ対象のキャッシュ・フローが純損益に影響を及ぼす期間と同一期間において、連結包括

利益計算書においてその他の包括利益から控除し、ヘッジ対象と同一の項目で純損益に振替えられて

おります。デリバティブの公正価値の変動のうちヘッジ非有効部分は、即時に純損益で認識されま

す。

(b) 公正価値ヘッジ

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動は純損益で認識しております。ヘッジ対象の帳簿
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・建物及び構築物 ３－50年

・機械運搬具 ２－20年

・器具装置及び備品 ２－20年

価額は公正価値で測定し、ヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象に係る利得又は損失は、その変

動を純損益で認識しております。

（ⅴ）現金及び現金同等物

現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から構

成されております。

② 非金融資産の評価基準及び評価方法

（ⅰ）棚卸資産

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定しております。正味実現可能価

額は、通常の事業過程における見積売価から見積販売費用等を控除した額であります。取得原価は、主

として個別法に基づいて算定されており、購入原価、現在の場所及び状態に至るまでに要した全ての費

用を含んでおります。

（ⅱ）売却目的で保有する資産

非流動資産の帳簿価額が、継続的使用よりも、主として売却取引により回収される場合に、当該資産

（又は処分グループ）は、「売却目的で保有する資産」として分類しております。

「売却目的で保有する資産」としての分類の条件は、売却の可能性が非常に高く、現状で直ちに売却

することが可能な場合にのみ満たされます。経営者が、当該資産の売却計画の実行を確約していなけれ

ばならず、分類した日から１年以内で売却が完了する予定でなければなりません。

売却目的で保有する資産は、帳簿価額と売却費用控除後の公正価値のいずれか低い金額で測定しま

す。

「売却目的で保有する資産」に分類後の有形固定資産、無形資産及び投資不動産については、減価償

却及び償却は行っておりません。

③ 有形固定資産

有形固定資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を

控除した価額で計上しております。

取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体・除去及び土地の原状回復費用、及び資産計上すべ

き借入費用が含まれております。

土地及び建設仮勘定以外の各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で計上され

ております。主要な資産項目ごとの見積耐用年数は以下のとおりであります。

なお、見積耐用年数及び減価償却方法等は、各年度末に見直しを行い、変更があった場合は、会計上の見

積りの変更として将来に向かって適用しております。

④ のれん

当社グループはのれんを、取得日時点で測定した被取得企業に対する非支配持分の認識額を含む譲渡対価

の公正価値から、取得日時点における識別可能な取得資産及び引受負債の純認識額（通常、公正価値）を控

除した額として測定しております。

のれんの償却は行わず、毎年度又は減損の兆候が存在する場合には、その都度、減損テストを実施してお

ります。

のれんの減損損失は連結損益計算書において認識され、その後の戻入れは行っておりません。

また、のれんは連結財政状態計算書において、取得原価から減損損失累計額を控除した価額で計上されま

す。
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・ソフトウェア ５年

⑤ 無形資産

無形資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した

価額で表示しております。

個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定されます。

のれん以外の無形資産は、当初認識後、耐用年数を確定できない無形資産を除いて、それぞれの見積耐用

年数にわたって定額法で償却され、主要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。また、耐用

年数を確定できない無形資産はありません。

なお、見積耐用年数、残存価額及び償却方法は、各年度末に見直しを行い、変更があった場合は、会計上

の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

⑥ 使用権資産

当社グループは、使用権資産をリースの開始日に認識し、取得原価で当初測定を行っております。当該取

得原価は、リース負債の当初測定の金額、リース開始日より前に支払ったリース料から、受け取ったリー

ス・インセンティブを控除したもの、および発生した当初直接コストから構成されております。

使用権資産は、当初測定後、リース期間にわたり定額法を用いて減価償却しております。リース期間につ

いては、リースの解約不能期間に、延長することが合理的に確実である期間、および、解約しないことが合

理的に確実な期間を加えた期間を加味し決定しています。また、使用権資産が減損した場合は、減損損失を

使用権資産の帳簿価額から減額しております。

⑦ リース負債

リース負債は、リースの開始日以降、リース期間にわたって将来支払われるリース料の現在価値で当初測

定しております。現在価値計算においては、リースの計算利子率が容易に算定できる場合、当該利子率を割

引率として使用し、そうでない場合は、借手の追加借入利子率を使用しております。

リース負債の測定に使用するリース料には、主に固定リース料、リース期間がリース延長オプションの行

使を反映している場合、延長期間のリース料、およびリース期間がリース解約オプションの行使を反映して

いる場合その解約に伴う手数料が含まれます。

当初測定後、リース負債は実効金利法を用いて償却原価で測定しております。そのうえで、指数またはレ

ートの変更により将来のリース料に変更が生じた場合、または延長オプションや解約オプションの行使可能

性の評価に変更が生じた場合、リース負債を再測定しております。

リース負債を再測定した場合、使用権資産の帳簿価額もリース負債の再測定の金額で修正します。ただ

し、リース負債の再測定による負債の減少額が使用権資産の帳簿価額より大きい場合、使用権資産をゼロま

で減額したあとの金額は純損益で認識します。

⑧ 投資不動産

投資不動産は、賃貸収入又はキャピタル・ゲイン、もしくはその両方を得ることを目的として保有する不

動産であります。

投資不動産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控

除した価額で表示しております。（減価償却の方法、及び耐用年数については、「③　有形固定資産」をご

参照下さい。）

投資不動産とそれ以外の部分との区分処理が不可能な場合には、自家使用部分の重要性が低い場合に限

り、全体を投資不動産として処理しております。

⑨ 非金融資産の減損

棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社グループの非金融資産の帳簿価額は、期末日ごとに減損の兆候の有

無を判断しております。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見積っております。

のれん及び耐用年数を確定できない、又は未だ使用可能ではない無形資産については、回収可能価額を毎

年同じ時期に見積っております。

資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分コスト控除後の公正価値のうちいずれか大きい

方の金額としております。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及
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び当該資産に固有のリスクを反映した税引前割引率を用いて現在価値に割り引いております。資金生成単位

については、継続的に使用することにより他の資産又は資産グループのキャッシュ・イン・フローから、概

ね独立したキャッシュ・イン・フローを生み出す最小の資産グループとしております。

のれんの減損テストを行う際には、のれんが配分される資金生成単位を、のれんが関連する最小の単位を

反映して減損がテストされるように統合しております。企業結合により取得したのれんは、結合のシナジー

が得られると期待される資金生成単位に配分しております。

当社グループの全社資産は、独立したキャッシュ・イン・フローを生み出していないため、全社資産に減

損の兆候がある場合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を判断しております。

減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超過する場合に損益として認識いたしま

す。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まずその単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額する

ように配分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額いたします。

のれんに関連する減損損失は戻入いたしません。その他の資産については、過去に認識した減損損失は、

毎期末日において減損の減少又は消滅を示す兆候の有無を評価しております。回収可能価額の決定に使用し

た見積りが変化した場合は、減損損失を戻し入れます。減損損失は、減損損失を認識しなかった場合の帳簿

価額から必要な減価償却費及び償却額を控除した後の帳簿価額を上限として戻し入れます。

(3) 重要な引当金の計上基準

引当金は過去の事象の結果として、当社グループが、現在の法的又は推定的債務を負っており、当該債務を

決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、その債務の金額が信頼性をもって見積ることができ

る場合に認識しております。引当金は、貨幣の時間的価値による影響が重要な場合、見積将来キャッシュ・フ

ローを貨幣の時間的価値及び当該負債に固有のリスクを反映した税引前割引率を用いて現在価値に割り引いて

おります。時の経過に伴う割引額の割戻しは金融費用として認識しております。

資産除去債務

賃借終了時に原状回復義務のある貸借店舗・事務所等の原状回復費用等の見込額について、資産除去債務を

計上しております。

事業整理損失引当金

事業整理、店舗の閉鎖又は建替えにより、将来発生すると見込まれる店舗の解体費用等の法的又は推定的債

務を計上しております。

(4) 収益の計上基準

下記の５ステップアプローチに基づき、顧客への約束した財又はサービスの移転と交換に当社グループ権利

を得ると見込んでいる対価の金額を収益として認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する

当社グループは、持株会社体制の下、百貨店事業を中心としてＳＣ事業、デベロッパー事業、決済・金融事

業などの事業を展開しております。百貨店事業では衣料品、雑貨、家庭用品、食料品等の販売を行っており、

このような物品販売については、多くの場合、物品の引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得

し、履行義務が充足されると判断していることから、主として当該物品の引渡時点で収益を認識しておりま

す。また、収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引、リベート及び返品などを控除した金額

で測定しております。

① セグメント別の収益の計上基準

（ⅰ）百貨店事業

百貨店事業は、衣料品、雑貨、家庭用品、食料品等の販売を行っております。このような物品販売につ

いては、多くの場合、物品を顧客に引き渡した時点で、履行義務が充足されると判断しており、当該物品
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の引渡時点において収益を認識しております。物品代金は主に履行義務の充足時点である物品引渡時に受

領しております。

（ⅱ）ＳＣ事業

ＳＣ事業は、ショッピングセンターの開発、経営、管理、運営、並びに身回品・雑貨等の販売を行って

おります。

サービスの提供については、継続的に提供しており履行義務は一定の期間にわたり充足されると判断し

ていることから、サービスの提供に応じて収益を認識しております。

身回品・雑貨等の販売については、多くの場合、物品を顧客に引き渡した時点で、履行義務が充足され

ると判断しており、当該物品の引渡時点において収益を認識しております。物品代金は履行義務の充足時

点である物品引渡時に受領しております。

ショッピングセンターの賃貸等による収益は、IFRS第16号に従い、そのリース期間にわたって賃貸収益

を認識しております。

（ⅲ）デベロッパー事業

デベロッパー事業は、不動産の開発、管理、運営、内装工事等を行っております。

不動産の賃貸等による収益は、IFRS第16号に従い、そのリース期間にわたって賃貸収益を認識しており

ます。

内装工事の設計及び施工については、工事契約の成果が信頼性をもって見積もることができる場合は、

履行義務の進捗に応じて収益を認識しております。工事契約の成果が信頼性をもって見積もれない場合

は、発生した工事契約原価のうち回収される可能性が高い範囲でのみ収益を認識しております。

（ⅳ）決済・金融事業

決済・金融事業は、クレジットカードの発行と運営等を行っております。

決済・金融事業においては、会員からの年会費、百貨店及び外部加盟店からの手数料を収益として認識

しております。なお、割賦販売利息に関しては、リボルビング残高、分割支払回数に対して、それぞれ一

定の利率を乗じた利息収益をIFRS第９号に従い、その利息の属する期間に認識をしております。

（ⅴ）その他

その他のうち、卸売業における電子部品、自動車部品、産業資材、酒類等の製品・商品の販売について

は、多くの場合、物品の引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足される

と判断していることから、主として当該物品の引渡時点で収益を認識しております。

② 利息収益

利息収益は、実効金利法により認識しております。

③ 配当金

配当収益は、配当を受け取る権利が確定した時点で認識しております。

④ 収益の総額と純額表示

当社グループが当事者として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の総額で収益を表示して

おります。当社グループが第三者のために代理人として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価

の総額から第三者のために回収した金額を差し引いた純額で収益を表示しております。

当社グループが当事者として取引を行っているか、代理人として取引を行っているかの判定にあたって

は、次の指標を考慮しております。

・企業が、契約を履行する主たる責任を有しているか

・企業が、顧客の発注前後、出荷中や返品時に在庫リスクを有しているか

・企業が、価格決定の裁量権を有しているか
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(5) 政府補助金

補助金交付のための条件を満たし、補助金を受領することに合理的な保証がある場合は、補助金収入を公正

価値で測定し、認識しております。発生した費用に対する補助金は、費用の発生と同じ連結会計年度に収益と

して計上しております。資産の取得に対する補助金は、資産の耐用年数にわたって規則的にその他の営業収益

として計上し、未経過の補助金収入を繰延収益として負債に計上しております。

(6) 法人所得税

法人所得税は、当期税金及び繰延税金から構成されております。これらは、企業結合に関連するもの、及び

直接資本又はその他の包括利益で認識される項目を除き、損益として認識しております。

① 当期税金

当期税金は、税務当局に対する納付又は税務当局から還付が予想される金額で測定されます。税額の算定

にあたっては、当社グループが事業活動を行い、課税対象となる損益を稼得する国において、決算日までに

制定又は実質的に制定されている税率及び税法に従っております。

② 繰延税金

繰延税金は、決算日における資産及び負債の会計上の帳簿価額と税務上の金額との一時差異、繰越欠損金

及び繰越税額控除に対して認識しております。

なお、以下の一時差異に対しては、繰延税金資産及び負債を計上しておりません。

・のれんの当初認識から生じる一時差異

・企業結合取引を除く、会計上の利益にも税務上の課税所得にも影響を与えない取引によって発生する資

産及び負債の当初認識により生じる一時差異

・子会社及び関連会社に対する投資に係る将来加算一時差異のうち、解消時期をコントロールでき、かつ

予測可能な期間内に一時差異が解消しない可能性が高い場合

繰延税金負債は原則として全ての将来加算一時差異について認識され、繰延税金資産は将来減算一時差異

を使用できるだけの課税所得が稼得される可能性が高い範囲内で、全ての将来減算一時差異について認識さ

れます。

繰延税金資産の帳簿価額は毎期見直され、繰延税金資産の全額又は一部が使用できるだけの十分な課税所

得が稼得されない可能性が高い部分については、帳簿価額を減額しております。未認識の繰延税金資産は毎

期再評価され、将来の課税所得により繰延税金資産が回収される可能性が高くなった範囲内で認識されま

す。

繰延税金資産及び負債は、決算日までに制定されている、又は実質的に制定されている法定税率及び税法

に基づいて資産が実現する期間又は負債が決済される期間に適用されると予想される税率及び税法によって

測定されます。

繰延税金資産及び負債は、当期税金負債と当期税金資産を相殺する法律上強制力のある権利を有し、かつ

同一の税務当局によって同一の納税主体に課されている場合、相殺しております。

(7) 従業員給付

当社グループは、従業員の退職給付制度として確定給付制度（企業年金基金制度、退職一時金制度等）を設

けているほか、一部の連結子会社については確定拠出制度を導入しております。

当社グループは、確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務費用を、予測単位

積増方式を用いて算定しております。

割引率は、将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対応した期末日

時点の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。

確定給付制度に係る負債又は資産の純額は、確定給付制度債務の現在価値から、制度資産の公正価値を控除

して算定しております。

確定給付に係る負債又は資産の純額の再測定はその他の包括利益として認識し、直ちにその他の資本の構成

要素から利益剰余金に振替えております。再測定は、確定給付制度債務に係る数理計算上の差異、制度資産に

係る収益（制度資産に係る利息収益の金額を除く）等で構成されております。

過去勤務費用は、ただちに損益として処理しております。
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確定拠出型の退職給付に係る費用は、拠出した時点で費用として認識しております。

(8) 株式報酬

当社は、グループビジョンの実現に向けた中期経営計画の着実な遂行をはかるため、信託を活用した役員向

け株式対価報酬制度（役員報酬ＢＩＰ信託）を採用しております。役員報酬ＢＩＰ信託とは、中期経営計画等

の目標達成度に応じて、当社株式を役員に交付（一定の場合には、信託内で換価した上で、換価処分金相当額

の金銭を給付）する制度であります。受領したサービスの対価は、付与日における当社株式の公正価値で測定

しており、付与日から権利確定期間にわたり費用として認識し、同額を資本の増加として認識しております。

(9) １株当たり当期利益

基本的１株当たり当期利益は、親会社の普通株主に帰属する当期損益を、その期間の自己株式を調整した発

行済株式の加重平均株式数で除して計算しております。希薄化後１株当たり当期利益は、希薄化効果を有する

全ての潜在株式の影響を調整して計算しております。

(10) 自己株式

自己株式は取得原価で評価され、資本から控除しております。当社の自己株式の購入、売却又は消却におい

て利得又は損失は認識しておりません。なお、帳簿価額と売却時の対価との差額は、資本剰余金として認識し

ております。

(11) 借入費用

当社グループは、意図した使用又は販売が可能となるまでに相当の期間を必要とする資産、つまり、適格資

産の取得、建設又は生成に直接帰属する借入費用は、その資産が実質的に意図した使用又は販売を可能にする

ときまで、それらの資産の取得原価に加算しております。

上記以外のすべての借入費用は、それが発生した会計期間に損益として認識しております。

(12) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（会計上の見積りに関する注記）

１. 有形固定資産、使用権資産、無形資産及び投資不動産

当社グループは、有形固定資産、使用権資産、無形資産及び投資不動産が減損している可能性を示す兆候があ

る場合には、減損テストを実施しております。

減損テストは、資産の帳簿価額と回収可能価額を比較することにより実施し、回収可能価額が帳簿価額を下回

る場合には、減損損失を計上しております。

回収可能価額は主として使用価値によっており、使用価値の算定にあたっては、資産の使用から生み出される

将来キャッシュ・フローの割引現在価値と最終的な処分から生み出される将来キャッシュ・フローの割引現在価

値を見積もっております。

将来キャッシュ・フローの予測期間は、関連する資産の残存耐用年数等を考慮して見積もっております。

割引前将来キャッシュ・フローについては、事業計画を基礎として見積もっており、主要な仮定は、国内個人

消費動向の予測及びインバウンド需要の回復見通し、新型コロナウイルス感染症の影響並びに事業計画後の売上

成長率であります。

国内個人消費動向の予測については複数の外部専門機関の予測動向を基に、事業計画における施策の効果を織

込み、該当する主要な事業セグメント毎に翌年度以降の売上収益を設定しております。また、インバウンド需要

の回復の見通しにおいても、外部機関の国際輸送予測、観光需要予測を基にシナリオ設定し、その範囲での需要

回復を想定しています。

新型コロナウイルス感染症の影響については、今後の動向や収束時期の予測には困難な状況ではありますが、

現時点では2023年度まで業績への影響がみられると想定しております。

事業計画以降の成長率は関連する市場の長期成長率等を勘案して決定しております。このような見積りは、経

営者による最善の見積りによって行っておりますが、将来の不確実な経済条件の変動の結果によって実際の結果

と異なる可能性があります。
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百 貨 店 事 業 Ｓ Ｃ 事 業

減 損 損 失 113百万円 234百万円

有 形 固 定 資 産 237,310百万円 240,894百万円

使 用 権 資 産 85,641百万円 59,784百万円

無 形 資 産 4,247百万円 1,569百万円

投 資 不 動 産 113,343百万円 1,314百万円

繰延税金資産 8,209百万円

退職給付に係る負債 19,416百万円

リース負債 184,394百万円

なお、連結計算書類上の減損損失と百貨店事業セグメント及びＳＣ事業セグメントにおける非流動資産金額は

以下の通りです。

２. 繰延税金資産の回収可能性

当社グループは、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で繰延税金資産を認識

しています。

回収可能性の判断は、当社グループの事業計画に基づいて決定した各将来事業年度の課税所得等の見積りを前

提としております。

事業計画における主要な仮定は、国内個人消費動向の予測及びインバウンド需要の回復見通し、新型コロナウ

イルス感染症の影響並びに事業計画の効果を織り込んだ売上収益、及び事業構造改革によるコスト削減の効果を

考慮した営業利益の予測です。

このような主要な仮定は、経営者による最善の見積りによって行っていますが、将来の不確実な経済条件の変

動等の結果によって実際の結果と異なる可能性があり、大幅な見直しが必要となった場合、翌期以降の連結計算

書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

なお、連結計算書類上の繰延税金資産は以下のとおりであります。

３. 退職後給付

当社グループは、従業員及び退職者に対して確定給付型及び確定拠出型の退職後給付制度を有しております。

確定給付制度債務の現在価値、勤務費用等は、様々な数理計算上の仮定に基づいて算定しております。数理計算

上の仮定には、割引率、将来の給与支給、制度からの将来の脱退者、加入者の平均余命など、様々な要素の見積

りをしております。このような見積りは、経営者による最善の見積りにより行っておりますが、将来の不確実な

経済条件の変動の結果や関連法令の改正・公布によって実際の結果と異なる可能性があります。

なお、連結計算書類上の退職給付に係る負債は以下のとおりであります。

４. リース期間の決定及び見直し

当社グループは、リース期間について、リースの解約不能期間に、延長することが合理的に確実である期間、

及び解約しないことが合理的に確実な期間を加えた期間を加味し決定しています。具体的には、リース期間を延

長又は短縮することによる賃借料の変動、解約違約金の有無、重要な賃借物件の造作設備等の投資回収期間を考

慮の上、合理的に確実な期間を見積もっております。

百貨店事業における借手の不動産リースについて、母店及び母店に紐付く物件は、各店舗ごとに、次回の大規

模改装計画発生時又は時期中期経営計画決定時にリース期間の見直しを行う可能性があります。リース期間の見

直しが必要となった場合、翌期以降の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性がありま

す。

なお、連結計算書類上のリース負債は以下のとおりであります。
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(1) 営業債権及びその他の債権 240百万円

(2) その他の金融資産 3,913百万円

(1) 有形固定資産 323,623百万円

(2) 使用権資産 116,718百万円

(3) 投資不動産 30,366百万円

その他の金融資産 160百万円

その他 81百万円

計 242百万円

営業債務及びその他の債務 177百万円

計 177百万円

従業員住宅他融資の保証 1百万円

計 1百万円

子会社株式売却益（注１） 3,951百万円

固定資産売却益（注２） 2,666百万円

雇用調整助成金（注３） 399百万円

その他助成金 1,012百万円

その他 3,038百万円

計 11,068百万円

（追加情報）

（連結納税制度導入に伴う会計処理）

当社は、2021年10月に、2023年２月期から連結納税制度の適用を受けるべく適用申請を行うことを決定し、同

年11月に当局へ申請したことから、当連結会計年度より当社を連結納税親会社とする連結納税制度を導入するこ

とを前提とした税効果会計を適用しております。

（連結財政状態計算書に関する注記）

１. 資産から直接控除した貸倒引当金

２. 減価償却の累計額合計

３. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

４. 偶発債務

（連結損益計算書に関する注記）

１. その他の営業収益

（注１）当連結会計年度の子会社株式売却益は、株式会社ディンプルの全株式の90％を株式会社ワールドホールディ

ングスに譲渡したことによる売却益であります。

（注２）当連結会計年度の固定資産売却益は、主にデベロッパー事業における保有不動産を売却したことによる売却

益であります。

（注３）新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、雇用調整助成金等の特例措置の適用を受けたものであります。
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子会社株式売却損（注１） 1,818百万円

固定資産処分損 1,726百万円

減損損失（注２） 1,136百万円

休業に伴う費用（注３） 3,146百万円

構造改革関連費用（注４） 3,802百万円

その他 1,775百万円

計 13,406百万円

普通株式 270,565,764株

決 議 株 式 の 種 類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配 当 額

（円）
基 準 日 効力発生日

2021年４月13日
取 締 役 会

普通株式 4,751 18.00 2021年２月28日 2021年５月７日

2021年10月12日
取 締 役 会

普通株式 3,700 14.00 2021年８月31日 2021年11月11日

２. その他の営業費用

（注１）当連結会計年度の子会社株式売却損は、株式会社ヌーヴ・エイの全株式を株式会社リブラインベスコに譲渡

したことによる売却損であります。

（注２）当連結会計年度の減損損失1,136百万円の主な内訳は、百貨店事業の113百万円、ＳＣ事業の234百万円、及

びデベロッパー事業の776百万円であります。

百貨店事業につきましては、主に株式会社大丸松坂屋百貨店が共同ビル事業として参画している銀座コアビ

ルの建替え再開発計画がまとまったことから、テナント退去による減収を見込み、建物及び構築物等の帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額103百万円を減損損失として認識しております。なお、当該資

金生成単位の回収可能価額は処分コスト控除後の公正価値により測定しております。

ＳＣ事業につきましては、主に株式会社パルコの津田沼店の収益性が低下したため、使用権資産等の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額231百万円を減損損失として認識しております。なお、当該資金

生成単位の回収可能価額は使用価値により測定しており、将来の収益性などを勘案した将来キャッシュ・フ

ローを測定時のＷＡＣＣを基礎とした税引前割引率である3.9％で割り引いて算出しております。

デベロッパー事業につきましては、主に株式会社パルコの道頓堀ゼロゲートの事業終了の意思決定がなされ

たため、投資不動産等の帳簿価額の全額である593百万円を減損損失として認識しております。なお、回収

可能価額は使用価値に基づいており、その価値をゼロとしております。

また、株式会社パルコが保有する錦三丁目ビルの解体、建替えの意思決定がなされたため、投資不動産の建

物部分のみ帳簿価額の全額である159百万円を減損損失として認識しております。なお、回収可能価額は使

用価値に基づいており、その価値をゼロとしております。

（注３）休業に伴う費用は、主に株式会社大丸松坂屋百貨店や株式会社パルコにおいて、新型コロナウイルス感染症

拡大の影響で休業した店舗等の休業中に発生した固定費（減価償却費、人件費など）であります。

（注４）構造改革関連費用は、株式会社大丸松坂屋百貨店と株式会社博多大丸の選択定年制度拡大措置による割増退

職金であります。

（連結持分変動計算書に関する注記）

１. 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

２. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（注１）2021年４月13日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託の保有する当社株式に対する配

当金39百万円が含まれております。
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決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配 当 額

（円）
基 準 日 効力発生日

2022年４月12日
取 締 役 会

普通株式 利益剰余金 3,964 15.00 2022年２月28日 2022年５月６日

（注２）2021年10月12日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託の保有する当社株式に対する配

当金34百万円が含まれております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）2022年４月12日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託の保有する当社株式に対する配当

金37百万円が含まれております。

（金融商品に関する注記）

１. 金融商品の状況に関する事項

金融商品に係るリスク管理

当社グループは、市場リスク、信用リスク及び流動性リスクを回避又は低減するために、以下の方針に基づき

金融商品に係るリスクを管理しております。

① 市場リスク管理

資金運用については安全性の高い預金及び債券等に限定し、また、資金調達については銀行借入、コマーシ

ャル・ペーパー発行、社債発行及び債権流動化等による方針です。デリバティブは、外貨建金銭債権債務の為

替変動リスク及び借入金、社債の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

（ⅰ）為替変動リスク

営業債務及びその他の債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。そ

の一部には外貨建てのものがあり為替変動リスクに晒されておりますが、当該リスクを回避するために、

決済額の一部について為替予約を行っております。

（ⅱ）金利変動リスク

短期借入金、コマーシャル・ペーパー及び債権流動化等は、主に営業取引に係る資金調達であり、社債

及び長期借入金は、主に設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒され

ておりますが、このうち長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化

を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用すること

としております。ヘッジの有効性の評価方法については、個別取引ごとのヘッジ効果を定期的に検証して

おります。

（ⅲ）株価変動リスク

当社グループは、業務上の関係を有する企業を中心に市場性のある株式を保有しております。それらは

株価変動のリスクに晒されておりますが、定期的に時価を把握するとともに、株式の保有状況についても

継続的に見直しております。また、これら株式はすべてその他の包括利益を通じて公正価値で測定される

金融資産に指定しており、株価変動に対する損益への影響はありません。

② 信用リスク管理

当社グループは、保有する金融資産の相手方が債務を履行できなくなることにより、財務的損失を被る信用

リスクに晒されております。

（ⅰ）営業債権及びその他の債権

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、当社グループ各社において取引先ごとの期日管理及び残高管理を行い、回収懸念の早期把握や軽減に

努めております。
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（単位：百万円）

帳簿価額（※） 公正価値（※） 差 額

資産

(1) 現金及び現金同等物 93,278 93,278 －

(2) 営業債権及びその他の債権 112,262 112,262 －

(3) デリバティブ 7 7 －

(4) その他の金融資産 91,899 94,023 2,123

負債

(5) 営業債務及びその他の債務 （116,107） （116,107） －

(6) その他の金融負債 （66,657） （66,602） △ 　55

(7) 借入金 （202,960） （202,691） △　268

(8) コマーシャル・ペーパー （15,002） （15,002） －

(9) 社債 （99,752） （99,475） △　277

（ⅱ）短期投資

現金及び現金同等物及びその他の金融資産に含まれている短期投資は、格付けの高い企業のコマーシャ

ル・ペーパー、公社債投資信託、金銭の信託等の安全性と流動性の高い金融商品であります。

（ⅲ）貸付金

貸付金については、貸付先の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、新規貸付時に貸

付先の信用状況について社内での審議・承認のプロセスを踏むことを徹底し、必要に応じて保証金や担保

を取得するとともに、定期的に貸付先の信用状況を確認しております。

（ⅳ）デリバティブ取引

デリバティブ取引の執行・管理については、その目的、利用限度額、取引の範囲及び組織体制等を定め

た社内規程に従っております。デリバティブの利用にあたっては、実需に基づいて投機的な取引を排除

し、リスクの回避に限定して利用するとともに、信用リスクを軽減するために、信用度の高い金融機関に

限定して取引を行っております。

③ 流動性リスク管理

流動性リスクは、当社グループが期限の到来した金融負債の返済義務を履行できなくなるリスクでありま

す。営業債務や借入金等は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次で資金繰計

画を作成するなどの方法により管理するとともに、主要取引銀行とのコミットメントライン契約及び当座借越

契約により十分な手許流動性を確保しております。

２. 金融商品の公正価値等に関する事項

2022年２月28日における帳簿価額及び公正価値は次のとおりであります。

（※）負債に計上されているものは、（　）で示しております。

（注）公正価値の算定方法

(1) 現金及び現金同等物、(2) 営業債権及びその他の債権、(4) その他の金融資産（流動）、(5) 営業債務及

びその他の債務、(6) その他の金融負債（流動）、(8) コマーシャル・ペーパー

短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4) その他の金融資産（非流動）、(6) その他の金融負債（非流動）

上場株式の公正価値については、期末日の市場価格によって算定しております。非上場株式の公正価値

については、割引将来キャッシュ・フロー、収益及び純資産に基づく評価モデル及び類似企業比較法等に

より算定しております。
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（単位：百万円）

連 結 財 政 状 態 計 算 書 計 上 額 当 連 結 会 計 年 度 末 の 公 正 価 値

189,688 257,720

１. １株当たり親会社所有者帰属持分 1,337円29銭

２. 基本的１株当たり当期利益 16円50銭

償却原価で測定されるその他の金融資産又はその他の金融負債は、主に差入敷金及び保証金又は預り敷

金及び保証金となり、これらの公正価値については将来キャッシュ・フローを現在の市場利子率で割り引

いた現在価値等により算定しております。

(7) 借入金、(9) 社債

社債は、日本証券業協会等の売買参考統計値を用いて公正価値を見積もっております。借入金は、主と

して将来キャッシュ・フローを新規に同様の契約を実行した場合に想定される利率で割り引いた現在価値

により算定しております。

(3) デリバティブ（資産）

デリバティブは、損益を通じて公正価値で測定する金融資産として、金融機関から提示された価格に基

づいて算定しております。

（投資不動産に関する注記）

１. 投資不動産の状況に関する事項

　当社の一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の建物等を有しております。

２. 投資不動産の公正価値に関する事項

（注１）連結財政状態計算書計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２）当連結会計年度末の公正価値は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価基準」

に基づく金額等であり、その他の物件については指標等を用いて自社で調整を行った金額であります。

（１株当たり情報に関する注記）

（注）１株当たり情報の算定において、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を自己株式として処理していること

から、期末株式数及び期中平均株式数から当該株式数を控除しております。
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個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

　デリバティブ 時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　貯蔵品 先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

２. 固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産（リース資産を除く） 定額法

　無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

　　　　 ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利

　　　　 用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

         リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

３. 繰延資産の処理方法

　社債発行費 償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

４. 引当金の計上基準

　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しておりま

す。

　賞与引当金 従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

　役員賞与引当金 役員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

　役員報酬ＢＩＰ信託引当金 役員報酬ＢＩＰ信託による当社株式の交付に備えるため、株式交付規程に

基づき、役員等に割り当てられたポイントに応じた株式の支給見込額を計

上しております。

５. ヘッジ会計の方法

　ヘッジ会計の方法 金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を

採用しております。

　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段 金利スワップ取引

　ヘッジ対象 借入金及び借入金の支払利息

　ヘッジ方針 リスク管理方針に基づき、金利変動リスクをヘッジすることを目的として
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繰延税金資産 1,615百万円

１. 関係会社に対する短期金銭債務 1,504百万円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 80百万円

営業収益 15,482百万円

一般管理費 595百万円

実施することとしております。

　ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎事業年度末に個別取引ごとのヘッ

ジ効果を検証しておりますが、ヘッジ対象の資産又は負債とヘッジ手段に

ついて元本・利率・期間等の重要な条件が同一である場合には、本検証を

省略することとしております。

６. 消費税等の会計処理方法 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

なお、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等

は長期前払費用に計上のうえ５年間で均等償却しております。

（表示方法の変更に関する注記）

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度の年度末

に係る計算書類から適用し、会計上の見積りに関する注記を記載しております。

（会計上の見積りに関する注記）

１. 繰延税金資産の回収可能性

(1) 当会計年度の計算書類に計上した金額

(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

連結注記表の「会計上の見積りに関する注記」にて記載しているため、記載を省略しております。

（追加情報）

（連結納税制度導入に伴う会計処理）

当社は、当事業年度に連結納税制度の承認申請を行い、翌事業年度から連結納税制度が適用されることとなっ

たため、当事業年度より「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その１）」（企業

会計基準委員会　実務対応報告第５号　平成27年１月16日）及び「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に

関する当面の取扱い（その２）」（企業会計基準委員会実務対応報告第７号　平成27年１月16日）に基づき、連

結納税制度の適用を前提とした会計処理を行っております。

なお、当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律　第８号）において創設されたグループ

通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、

「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　

令和２年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号　平成30年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の

税法の規定に基づいております。

（貸借対照表に関する注記）

（損益計算書に関する注記）

１. 関係会社との取引

営業取引による取引高
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受取利息 697百万円

支払利息 2百万円

１. 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 普通株式 270,565,764株

２. 当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数 普通株式 8,756,955株

繰延税金資産

賞与引当金 42百万円

未払保険料 6百万円

未払事業税 83百万円

未払費用 26百万円

関係会社株式評価損 61百万円

関係会社貸倒引当金 266百万円

役員報酬ＢＩＰ信託引当金 77百万円

固定資産減損損失 112百万円

投資有価証券評価損 15百万円

投資簿価修正 16百万円

繰越欠損金 1,667百万円

その他 11百万円

繰延税金資産小計 2,387百万円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △321百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △445百万円

評価性引当額小計 △767百万円

繰延税金資産合計 1,620百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額 △3百万円

資産除去債務に対応する除去費用 △1百万円

繰延税金負債合計 △4百万円

繰延税金資産の純額 1,615百万円

（単位：百万円）

種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等の
所有（被所
有 ） 割 合

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取引金額
（注６）

科 目 期末残高

子会社
株 式 会 社
大丸松坂屋百貨店

所有
直接100％

役員の兼任
経 営 指 導

経営指導料の受取(注１) 2,976 ― ―

資 金 の 貸 付 ― 長期貸付金 25,000

貸 付 金 の 回 収 175

利息の受取(注２) 87 ― ―

子会社
株 式 会 社
パ ル コ

所有
直接100％

役員の兼任
経 営 指 導

資 金 の 貸 付 ―
短期貸付金 22,000

長期貸付金 83,500

利息の受取(注２) 466 ― ―

営業取引以外の取引による取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）

（税効果会計に関する注記）

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（関連当事者との取引に関する注記）

子会社等
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子会社
株 式 会 社
Ｊ Ｆ Ｒ サ ー ビ ス

所有
直接100％

役員の兼任
経 営 指 導

資金の貸付・回収（注３） 17,923 短期貸付金 11,704

利息の受取(注２) 53 ― ―

子会社
Ｊ Ｆ Ｒ カ ー ド
株 式 会 社

所有
直接100％

役員の兼任
経 営 指 導

資 金 の 貸 付 10,000 短期貸付金 15,000

貸 付 金 の 回 収 10,000 長期貸付金 15,000

利息の受取(注２) 89 ― ―

子会社
ＪＦＲこどもみらい
株 式 会 社

所有
直接100％

経 営 指 導
資金の貸付(注４) 400 短期貸付金 370

貸 付 金 の 回 収 370 長期貸付金 500

子会社
株 式 会 社
エ ン ゼ ル パ ー ク

所有
直接 0.38％
間接49.88％

経 営 指 導

資 金 の 預 り 1,500
預り金 1,500

預 り 金 の 返 還 1,000

利息の支払(注２) 2 ― ―

子会社
株 式 会 社
ＪＦＲ情報センター

所有
直接100％

経 営 指 導 電算業務の依頼(注５) 554 ― ―

１. １株当たり純資産額 1,280円48銭

２. １株当たり当期純利益 54円44銭

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）経営指導料については、契約条件により決定しております。

（注２）資金の貸付及び資金の預りの利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

（注３）資金の貸付及び回収取引が反復的に行われているため、取引金額の欄には期中の平均残高を記載しておりま

す。

（注４）ＪＦＲこどもみらい株式会社に対する貸付については、870百万円の貸倒引当金を計上しております。

（注５）当社は、主な電算業務に関して同社に依頼する際は、市場価格を勘案し合理的に決定しております。

（注６）取引金額には消費税等は含まれておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
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